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1. はじめに 
 
近年、情報技術（IT）分野において、世界各国において現行法制度で対応しきれない著作
権侵害もたびたび見られ、深刻な社会的被害をもたらしている。特に、中国ではデジタル著
作権に関連する法制度が整備されておらず、また、国民の著作権侵害に対する遵法意識も希
薄であり、インターネットを通じる著作権侵害の事件が多発している。 
その中で、P2P技術に基づくサービスによる侵害事件が大きな議論を引き起こした。中国
で有名な「YahooChina事件」、「BTChina事件」、「Baidu事件」など、それぞれ P2P技術
に基づくサービスにより、違法アップロード・違法ダウンロードのためのリンクとツールを
提供し、著作権直接侵害を煽動または援助する著作権間接侵害の事件である。 
著作権間接侵害行為は、直接侵害を行わず、直接侵害に煽動・援助する行為であり、主と
して「中華人民共和国著作権法」、「情報ネットワーク伝達権保護条例」と「最高人民法院
によるコンピューターネットワーク著作権に関わる紛争案件の審理における法律適用の若干
問題についての解釈」により、規制されている。P2P技術に基づくサービスによる著作権間
接侵害は、P2P技術の急速な発展、高速インターネット通信回線の普及に伴い、近年ますま
す増えている一方、関連法律の改正の立ち遅れと著作権間接侵害に対する国民意識の希薄に
より、現行の法制度では対応しきれない状況になっている。 
本研究では、P2P 技術に基づくインターネットサービスの間接侵害の手法を調査し、世界
各国の判例と法律や、中国における議論状況の検討を通じ、その違法性の有無を考察し、中
国の現行法制度に対する適切な解決策を提案するとともに、P2Pサービスの適法使用のため
の条件について検討するものである。 
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2.P2P サービスにおける間接侵害 
 
2.1 P2Pサービスの概要 
 P2Pサービスは、P2P技術に基づくインターネットサービスの略称であり、クライアント-
サーバ方式に相対する「Peer to Peer」という通信方式を利用し、インターネットを通じる
ファイルの送受信を行うサービスである。 
 その特徴は一般ユーザの名もない端末装置に対して、他のユーザの端末装置が直接アクセ
スするということであり、中心となるサーバがなく、同等の機能を有するコンピュータ相互
の動作で機能するため、端末数が膨大になってもサーバへのアクセス集中が少ない。そのた
め、ここ数年、商用的にも注目を集めており、特に音楽や大サイズファイルの共有と動画配
信サービスなどへの応用例が増えてきている。 
 その中で、中国で頻繁に使われている P2Pサービスがファイル共有ソフトの配布、著作権
保護件へのリンクまたはそのサーチエンジンの提供、翻訳字幕付きの外国番組再編集ファイ
ルの制作・提供など多数あるが、特に問題になっているのは、リンクの提供と共有ソフトの
配布である。「BTChina事件」と「Thunder事件」がその代表案例として、司法界と世論か
ら非常に注目された。 
 実際、世界各国でも P2Pサービスに関わる著作間接侵害に対して、独自のアプローチから
知的財産法制度の充実に向けた努力がなされており、日本の「Winny事件」やアメリカの
「Grokster P2P共有ソフト配布事件」なども、中国での P2Pサービスを適法に利用する条
件のための新たな視点を提供した。 
 
2.2 間接侵害について  
著作権間接侵害は、直接侵害を行わず、直接侵害に煽動・援助することにより、他人の著
作権直接侵害行為を引き起こした行為であり、間接侵害行為の主体は主観的には他人の直接
侵害行為を誘導するまたは唆す意図があり、客観的には直接侵害行為の発生に必要条件を提
供するのである。著作権間接侵害には、代位責任と幇助侵害がある1。 
代位責任は、利用者の行為が著作権侵害になると知っているが、侵害行為に幇助すること
を指す。幇助侵害は行為を監督する権利と能力を持っているが、迅速な侵害行為の発見や制
止ができなかった場合のほか、侵害行為から直接的な利益を得た場合には、直接侵害行為に
責任を追うべきであることを指す。 
P2Pサービスに関わる著作権間接侵害も同様であり、P2P技術を利用する直接侵害に煽
動・援助することにより、他人の著作権直接侵害行為を引き起こした行為を指している。具
体的な方式は、主として、ファイル共有ソフトの配布、著作権保護物件のダウンロード・ア
ップロードに利便性を提供するサーチエンジンやリンクの配布など多数あるが、間接侵害有
無の判断基準は国により異なっている。 
                                                 
1王遷、インターネット著作権法、P258、2008.12 
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中国著作権法では「間接侵害」、「誘導侵害」または「幇助侵害」という用語は使用して
いない。しかし、「中華人民共和国『民法通則』を貫徹執行することの若干問題についての
意見」において、「直接侵害を煽動・援助する者が共同権利侵害者とみなす」と明確に記載
されている。つまり間接侵害が、『民法通則』130条に規定された「共同権利侵害」に含め
られたことは明らかである。そして、「中華人民共和国著作権法」、「情報ネットワーク伝
達権保護条例」と「最高人民法院によるコンピューターネットワーク著作権に関わる紛争案
件の審理における法律適用の若干問題についての解釈」においてもこれと関連のある法解釈
がなされている。 
 
「中華人民共和国著作権法」 
第 10条 12款 情報ネットワーク伝達権、即ち有線又は無線方式により公衆に著作物を提供
し、公衆が自ら選定した時間、場所で著作物を入手させるようにする権利 
第５６条 コンピュータソフトウェア、情報ネットワーク伝達権の保護方法については国務
院により別途規定される。 
 
「民法通則」 
第１３０条 二人以上が共同で不法行為を行い、他者に損害を与えた場合、連帯責任を負担
しなければならない。 
 
「情報ネットワーク伝達権保護条例」 
第２３条 ネットワークサービス提供者がサービス対象に検索やリンクサービスを提供し、
権利者の通知書を受け取った後に、本条例の規定に基づいて権利侵害の作品や実演記録、録
音・録画製品とのリンクを解除した場合、賠償責任を負わない。ただし、リンクした作品や
実演記録、録音・録画製品が権利侵害だと知っている場合、または知っているはずである場
合には、権利侵害の責任を共同で負わなければならない。 
 
「最高人民法院によるコンピューターネットワーク著作権に関わる紛争案件の審理におけ
る法律適用の若干問題についての解釈」 
第 3条 ネットワークサービス提供者がネットワークを通じ他者の著作権侵害行為に関与す
る、またはネットワークを通じ他者の著作権侵害行為実施を教唆・幇助した場合には、人民
法院は民法通則第 130 条の規定に基づき、その者とその他の行為者または直接権利侵害行為
を実施した者との共同権利侵害責任を追及しなければならない。 
第 4条 コンテンツサービスを提供するネットワークサービス提供者が、ネットワーク利用
者がネットワークを通じて他者の著作権を侵害する行為を実施することを明らかに知ってい
た場合、または著作権者が確実な証拠のある警告を提出しているにもかかわらず、権利侵害
された結果を叙去するために権利侵害された内容を移動・削除する等の装置を行わなかった
場合には、人民法院は民法通則第 130条の規定に基づき、その者と当該ネットワーク利用者
の共同権利侵害責任を追及しなければならない。 
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日本では、「著作権法」に間接侵害についての明確な規定がある。 
第 112条 1項 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、その著作者人格
権、著作権、出版権、実演家人格権又は著作隣接権を侵害する者又は侵害するおそれがある
者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。 
同条 2項 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、前項の規定による請
求をするに際し、侵害の行為を組成した物、侵害の行為によつて作成された物又は専ら侵害
の行為に供された機械若しくは器具の廃棄その他の侵害の停止又は予防に必要な措置を請求
することができる。 
  
2.3 中国で頻繁に使われている P2P サービス 
 周知したとおり、中国ではインターネット著作権に関連する法制度が整備されておらず、
数多くの P2Pサービスがインターネットを通じて提供され、利便性をもたらした一方、著作
権を侵害するケースも頻繁に現れ、著作権者の利益を大きく損なう事例も少数ではない。イ
ンターネットのデジタル化、仮想化、専門技術化およびグローバル化の進展につれ、個人情
報が重要視されるようになり、さらに侵害事件のを行う者の多くが匿名であるため、利用者
に直接侵害の責任を追及することも困難である。そこで、根本的に権利者の利益を保護でき
ないという事態が生じ、侵害サービスを提供するプロバイダーに著作権侵害の責任を追及す
ることが、権利者自身の利益保護の重要な手段となった。 
 インターネット上で違法的に共有されるデータは、主に動画、音声、ソフトウェアとディ
ジタル書籍であり、その中でも特に動画、音声に関連する著作権侵害の事例が多く見られる。
P2P技術を利用して権利保護された著作物を共有したり、放送したりすることが普及し、プ
ロバイダーがサービスを提供することにより、広告費、追加サービスの利用料金などから、
利益を増殖する。インターネットプレゼンスプロバイダー（Internet Presence Provider、
略称 IPP）がその一例である。 
 インターネットプレゼンスプロバイダーは、利用者に情報伝達の流通のプラットフォーム
サービスを提供する経営者を意味し、利用者に情報コミュニケーションの土台を構築し、情
報の共有・交換の利便性を提供する。このプラットフォームを通じ、利用者が自分のコンピ
ュータに保存された動画、音声、オリジナル作品等を IPPのサーバにアップロードし、ほか
の利用者も IPPのサービスにより、このアップロードされたファイルを鑑賞したりダウンロ
ードしたりすることができる。 
内容的に分けると、IPPには、ポータルサイトとバーティカルサイトの二種類がある。
ポータルサイト類 IPP は、ポータルサイトの巨大的な影響力と人気に後押しされ、関連情報
を短時間に収集できることにより、一層多くの注目を集めることになった。中国で人気のあ
る SohuTVや SinaVideoがその例である。ポータルサイト類 IPPの影響力はバーティカルサ
イト類 IPPほどではないが、ポータルサイト自体の評判の高さ、ユーザ数、資本金など点で
はメリットがある。一方、バーティカルサイト類 IPPは、特定の領域、特定のユーザや特定
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のニーズに応じ、かなりの価値を有する情報や関連サービスを提供し、専門性、簡素性と追
究性がその特徴となっている。中国では Tudou、Youkuなどのサイトがバーティカルサイト
類 IPPであり、内容と技術において優位を保っており、利用者数も多い。 
技術的に分けると、IPPはインターネットアクセスプロバイダー、インターネットコンテ
ンツプロバイダー、オンラインサービスプロバイダーと電子掲示板経営者の四種類からなる。 
インターネットアクセスプロバイダー（Internet Access Provider、略称 IAP）は、利用
者の端末にサーバへの接続を提供し、情報へアクセスすることを担保する。すなわち、利用
者は、IAPに通じてインターネットを利用することができる。 
インターネットコンテンツプロバイダー（Internet Content Provider、略称 ICP）は、
情報を篩い流通させるものである。すなわち利用者に対しては情報の提供者であり、状況に
より、情報サービスを提供するほか、新たなコンテンツのアップロードを通してウェブサイ
トをアップグレートさせたり、指向性のある選択、分類、編成により、各種の情報を利用者
に伝達する。このような指向性のあるサービスでは、利用者はコンテンツの閲覧やダウンロ
ードはすることができるが、ウェブサイトの内容の編集については禁止されている。著作権
によって保護されたメディアを共有・放送するのが主なサービスであるため、許可を得せず
にアップロードすると、著作権者の公衆送信権を侵害する可能性が生じり、著作権紛争に巻
き込まれるのが常である。中国では、Baidu 事件や YahooChina 事件など多数の判例がある。 
オンラインサービスプロバイダー（Online Service Provider、略称 OSP）ｈ、ICPと同様
に媒介の役を演じるものであるが、OSP自体が選択、分類、編成を行うわけではなく、利用
者の選択により、情報を受信する。OSPが情報を伝達する役割を果たすため、侵害物件をイ
ンターネットにアップロードし利用者に閲覧に供したり、ダウンロードしたりすることによ
り、著作権者の利益侵害が多発することになる。しかし、OSPが直接的に侵害物件を送信す
るのではなく、また、侵害物件の蓄積や、受信行為もウェブサイトを運営するためのもので
ある。OSPに対する著作権者の利益侵害の審査は、膨大な受信データ数から侵害ファイルを
抽出しなければならないため、極めて困難であり、審査のコストも多大である。この場合、
OSPに直接侵害の責任を追及することは、公正性が失われるとともに、OSPの経営はもとよ
りインターネット全体に不利な影響をもたらすといえる。情報通信のルートやシステムキャ
ッシュなどの問題点のほか、OSPは利用者の侵害行為に責任を負うリスクもある。この責任
は、本稿で検討する間接侵害の問題に係る事項である。 
電子掲示板システムは、利用者に情報交換のプラットフォームを提供し、無料（少数は有
料）で情報交換の環境を構築し、自身または他者がアップロード、送信した情報へアクセス
し閲覧させるのである。電子掲示板の経営者は、情報の提供者ではなく、スムーズに情報交
換できるプラットフォームとソフトウェアだけを提供し、アップロードされた情報の選択、
分類などを行う責任もない。 
近年、P2P技術を実装し、利用者により便利なサービスを提供する IPPも多くなった。侵
害物件への P2P鑑賞・ダウンロードリンクを提供したり、リンクをサーチするためのサーチ
エンジンを実装したりするため、著作者の権利侵害もいっそう深刻化している。 
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IPPのほか、P2P ファイル共有ソフトの開発・配布者も常に著作権侵害事件の被告者にな
る可能性がある。 
 
Thunder ファイル共有ソフト 
 Thunderファイル共有ソフトは、グリッド・コンピューティング理論に基づいて作成され
たものである。他者の端末に蓄積されたファイルを効率的に統合でき、利用者に高速なアク
セスへの利便性を提供する。この技術には、ロードバランスの機能も含まれているため、利
用者のユーザーエクスぺリエンスを低減せずに、各端末の機能を均衡を保ちつつ合理的に利
用し、端末への負担も軽減することができる。Thunderはファイルの送受信を、情報管理サ
ーバを介することなく、管理・監督する役割を果たすことなく、各端末の間で P2P方式の通
信を直接行う。各端末はアップロード・ダウンロードするときに、キャッシュを作成し、蓄
積されたファイルが一旦公開されると、ファイル中継端末またはダウンロード端末に、当該
ファイルのキャッシュが自動的に作成され、各端末のキャッシュが結合された巨大なファイ
ルの蓄積スペースが構築される。Thunder を実装した端末は、それぞれの間にリンクを結び、
インターネット全体から隔離された独自のネットワークを自動的に形成し、閉ループのサイ
バーワールドとなる。最禁公開された Thunderはバージョン v7.9.1.4230 Previewと
VIPv1.1.8.194と Mac v1.1.1（113）の三つがあり、WindowsOSのユーザと MacOSのユーザ
に対応する。 
1. 各 OS に対応と入手・利用の容易性 
Thunderは現在主流の OSに対応するバージョンがあり、公式サイトの「ソフトウェアセ
ンター」から、端末対応のバージョンをダウンロードできる。簡単にダウンロードしたアプ
リケーションは EXEファイルであり、実行することにより、端末に自動的にインストールさ
れる。ThunderWinの起動画面は Windowsの画面に類似するインターフェースであり、
ThunderMacの起動画面は Macの画面に類似するインターフェースであり、両方の OSに慣れ
たユーザには操作条の困難性はない。通信ポートの開放、通信設定、初期ノードの設定、ア
ップロードスピードの制限など、操作は、自動的に端末のハードウェア機能と通信方式の帯
域により、自動的に設定され、また公式サイトで会員登録をしてログインすると、アップロ
ード・ダウンロードするたびに、IDの経験値が高まり、レベルアップが行われる。レベル
アップすると、各種の付加機能が増設でき、ダウンロードの利便性が向上する。 
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2. 付加機能の多様化 
Thunder本体は、ダウンロード専用のソフトウェアであり、ファイルアップロードの機能
を備えていない。また、ファイルを蓄積した端末とサーバ数によりダウンロードのスピード
が決められるが、利用者が一旦 Thunderを通じ、ファイルをダウンロードすると Thunderで
記録され、自動的にキャッシュを作成され、シェアできるように設定されている。 
Thunder本体には検索の機能が実装されていないが、付加機能として追加できる。追加さ
れたサーチエンジンは Sogoというサーチエンジンに基づき、検索結果は利用者の希望する
ファイルへのリンクを掲示した電子掲示板とサイトに集中するように設定されている。利用
者が検索したリンクをクリックすると、直接サーバや他端末からダウンロードすることがで
きる。ほかに追加できる機能は、インターネットディスク、クラウドオンラインディスプレ
ー、HD映画の有料ダウンロード等があるが、いずれも無料で追加できる機能であり、起動
画面のメニューにより簡単に操作することができる。 
3. 多様の P2Pリンクと多様ブラウザへの支持 
Thunderでは、Thunderネットワーク専用のリンクの自動的に識別できるほか、現在頻繁
に使用されている Bittorrent のリンク、eMule のリンク、magnet のリンク等も設定により、
自動的に識別してダウンロードを開始する。WindowsOSのペストボードを監視することによ
り、識別できるリンクのキーワードを見つけると、自動的にリンク全体をコピーし、新しい
ダウンロード任務を創成するサブウィンドウズにペ－ストする。これに基づいて、利用者が
保存するルートを決め、ダウンロード開始のボタンをクリックすると、Thunderのネットワ
ーク内でこのファイルを蓄積した端末とサーバを自動的に検索してからフィルを転送する。 
 Thunderは Microsoft社の IEブラウザのほか、各種プラグインの追加インストールによ
り、Google社の Chrome、Mozilla社の Firefoxへのプラグインも可能である。設定メニュ
ーから簡単にできる追加インストールもすることができる。また、各種のブラウザでダウン
ロードリンクの自動ペースト機能も実現することができる。 
4. 会員制度と有料サービス 
Thunderの公式サイトで会員登録してログインすると、アップロード・ダウンロードする
たびに、ID の経験値が高まり、レベルアップする。レベルアップにより、各種の付加機能、
たとえばオフラインダウンロードや光スピードアップ等の機能の無料体験ができ、ダウンロ
ードの利便性が向上することになる。 
また、毎月 10元（日本円で 140円）で有料サービスが利用できる。利用できるサービス
は「オフラインダウンロード」と「光スピードアップ」の二種類があり、VIP経験値の蓄積
により利用できる帯域と総ダウンロード量も上昇する。「光スピードアップ」は利用者が
Thunder社のサーバに直接に接続できるように設定される。ほかの利用者がダウンロードす
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るファイルのキャッシュのを全てを保存できる機能や共有できる機能が付加される。「オフ
ラインダウンロード」は利用者の替わりに、Thunder社がファイルをダウンロードし、保存
をしてから、自社のサーバから利用者へ転送するサービスである。Thunder 社で蓄積された
ファイルのキャッシュは巨大であるため、ファイルの結合も速やかにできるし、利用者が
「オフラインダウンロード」のボタンをクリックするだけで、ファイルが既に Thunder社の
サーバから転送できる状態になる。有料サービスを利用するたびに ID の経験値もあがり、
普通 VIP1から VIP6とプラチナ VIP１からプラチナ VIP６まで 12種のレベルがあり、月ごと
に利用できる帯域と総ダウンロード量も異なる。VIP1 の場合は「オフラインダウンロード」
で利用できる帯域は 300KB/ｓ以上であり、「光スピードアップ」を利用する総ダウンロー
ド量は 10GBであるが、プラチナ VIP6の場合は 4MB/ｓ以上と 7TBである。 
5. 通信トラフィックの占有 
Thunderをはじめとして、ファイル共有ソフトはインターネットの通信回線の帯域を広く
占有する。あるインターネット・サービス・プロバイダの調査によると、1％の P2P共有ソ
フトの利用者が 60％以上の帯域を占有しているとのデータがあり、ネットワークの使い勝
手に大きな影響を与えていることが問題となっている。 
そのため、2006年、の北京ブルーウエーブ社は P2P共有ソフトの利用者に帯域制限をす
ることにした。 
VeryCD ウェブサイト 
VeryCD ウェブサイトは、eD2K式の P2Pリンクを支持するファイル共有ソフト eMuleが専
用とするメディアコンテンツの配布ウェブサイトである。2003年 9月から、公開され、
eMuleを基礎ファイルシェアクライアントとしている。また、ウェブサイトコミュニティー
により構築され、利用者の提供によりコンテンツが補足される。中国では、デジタルコンテ
ンツを多量に保有するウェブサイトの一員として、多数の利用者がいる。「WCT」2と「WPPT」
3[注 1]の設立 24日後に、サイト内の eD2k式の P2Pダウンロードリンクが管理者により隠さ
れ、未登録者あるいは新規登録者に、リンクを検索・閲覧する権限が厳格に制限された。そ
して、「本コンテンツは著作権者の声明により、サイト内でのダウンロードサービスを提供
しない」と明記され、高級会員のみがログイン後、リンクの検索・閲覧が許されることにな
った。公式なサイトとして設立されて以来、合計ダウンロード回数が 3000万回以上で、共
有されたファイル項数が 79104項となり、ファイルサイズが 35675904MB4にまでなった。こ
の数値は今でも緩やかに上昇している。 
                                                 
2著作権に関する世界知的所有権機関条約、1996 
3実演及びレコードに関する世界知的所有権機関条約、1996 
4百度百科://baike.baidu.com/view/26261.htm 
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その特徴は以下の 3点にあると考えられる。 
1. コンテンツのエキス制度 
最初の利用者がファイルを VeryCDの電子掲示板にアップロードするときに、サイト内の
分類様式を参考にして、自主的に所属類別を選択し、関係する紹介とイメージを同時にアッ
プロードする。このようなファイルと関係データが含まれているひとつのコンテンツが呼ば
れ、利用者から推薦され、サイトコンテンツの管理者による内容の確認後に、エキスコンテ
ンツのシンボルが付与される。このエキスシンボルは、普通コンテンツと区別され、品質の
優れたコンテンツを意味するシンボルとされる。そして、より多くの利用者に注目され、ダ
ウンロード人数とともにダウンロード速度も高まることになる。電子掲示板の送受信負荷が
上限に迫る後、会員勧誘登録制度を実行し、公式のウェブサイトを構築し、掲示板内のエキ
スコンテンツをミラー化し、公式サイトの訪問者に提供し、コンテンツインデックスのサー
ビスも提供することにより、巨大的なコンテンツ保管庫となった。このエキスコンテンツ制
度は、今まで実行されており、模倣の手本となっている。 
2. コンテンツの連載性 
ファイルの追加アップロードにより、コンテンツは新鮮度を維持できる。人気のあるドラ
マ等のコンテンツに対し、著しく効果的であり、特に日本やアメリカのドラマ、アニメやマ
ンガが、週に一回、出版されるため、コンテンツにファイルを追加することができる。それ
により、コンテンツを再編成することなく、新規会員に旧ファイルのダウンロードの利便性
をもたらしている。ファイル追加に伴い、もう一度、ファイルをサイトのメインページに載
せるため、最新画のお知らせにもなる。この追加アップロードにより、コンテンツの連載性
がなり立つとともに、Bittorrentのようなトレントファイルを利用するアップロードやト
レントコレクションの再編集により、一層効率的になる。 
3. コンテンツ保有の長期性 
 VeryCDウェブサイトのコンテンツの特徴である長期性は、20万件以上のファイル蓄積量
によりなされたものである。エキスコンテンツの場合、2003年に蓄積されたアップロード
ファイルが今でもダウンロードできるものが多数ある。Bittorrentのようなトレントファ
イルを利用する P2Pファイル共有の場合、最初の 3ヶ月以内のダウンロードスピードは非常
に速いが、ダウンロードできた人数が増えるとともに、アップロードする人数が下回り、ス
ピードの維持が困難となる。一方、eD2K式の P2Pリンクの場合、同一ファイルへのルート
変更をすることなく、easymuleというファイル共有ソフト経由でダウンロードしたファイ
ルが自動的に共有される。利用者の集団意識により、VeryCDのコンテンツの長期性のメリ
ットが、目立っており、中国で規模が最大であるコンテンツ共有サイトとなった。 
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4. コンテンツリンクの広範囲使用 
VeryCDウェブサイトで提供された eD2K式 P2Pリンク自社のページでが一般会員に隠され
たが、高級会員の特別権限でまだ閲覧、コピー、アクセスできるため、特定の ICPや電子掲
示板の経営者に提供し、それらの ICPや電子掲示板経営者が自社のページに載せることによ
り、一般利用者もアクセスできる。そのため、VeryCDウェブサイトでリンクの閲覧権限が
ない者であっても、簡単に第三者の提供により、リンクへのアクセスができる。そのほか、
多数の P2Pファイル共有ソフトが eD2K式の P2Pリンクを識別できるし、リンクを自動的に
アクセスすることにより、共有されたコンテンツをダウンロードする。 
 
3. P2P サービス間接侵害の違法性の有無の判断 
Thunderと類似する P2Pファイル共有ソフトに係わる判例が多数あるが、著作権研究にお
いて最も有名なのは日本の「Winny案」とアメリカの「Grokste案」である。著作侵害件の
リンクとサーチンエンジンの提供においては、中国では先例となっている「YahooChina 案」
もある。この三つの判例を通じ、P2P サービスの間接侵害の有無の判断基準が明らかである。 
3.1 著作権侵害幇助事件（通称 Winny 裁判） 
１. 事件概要 
「Winny」という名前は、開発当時に流行していたファイル交換ソフト「WinMX」の次を目
指すという意味合いを込め、「MX」 というアルファベットを一つ進めた "WinNY" に由来す
る。そのことから「MX」同様「NY」と略されることもある。2002年 5 月 6日に、電子掲示
板サイト「2ちゃんねる」のダウンロードソフト板でベータ版が公開された。 
開発・配布者は、元東京大学大学院情報理工学系研究科助手の金子勇であり、開発を宣言
した掲示板のスレッドのレス番号から一部では「47氏」と呼ばれている。なお、開発・配
布者の金子勇は後に、著作権侵害行為幇助の疑いで逮捕されているが、最高裁判決では無罪
が確定している。 
開発・配布者逮捕時の Winny最新版のバージョンは「Winny 2.0 Beta7.1」であるが、こ
のほかにもクラック版として開発・配布者非公認のバージョンが出回っている。 
ACCS[注 2]の実態調査では、2006年 6月調査で WinMXを初めて凌駕して国内最多の利用者
率となり、ネットエージェントの報道によると、2006年 4月現在のユーザー数は 44万人か
ら 53万人程度である。5 
 
                                                 
5Wikipedia 
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２. 判決の要旨6 
a) 幇助の客観的成立要件について 
幇助の客観的成立要件について、最高裁は、「刑法６２条１項の従犯とは，他人の犯罪に
加功する意思を持って、有形、無形の方法によりこれを幇助し、他人の犯罪を容易ならしむ
るものであり」、「幇助犯は，他人の犯罪を容易ならしめる行為を，それと認識，認容しつ
つ行い， 実際に正犯行為が行われることによって成立する」と判断し、原判決について，
「インターネット上における不特定多数者に対する価値中立ソフトの提供という 本件行為
の特殊性に着目し，ソフトを違法行為の用途のみに又はこれを主要な用途として使用させる
ようにインターネット上で勧めてソフトを提供する場合に限って幇助犯が成立すると解する
が，当該ソフトの性質や客観的利用状況のいかんを問わず，提供者において外部的に 違法
使用を勧めて提供するという場合のみに限定することに十分な根拠があるとは認め難い」と
判断した。 
b) 幇助の客観的成立要件（故意）について 
幇助の客観的成立要件（故意）について、最高裁は、価値中立の「ソフトの提供行為につ
いて，幇助犯が成立するためには，一般的可能性を超える具体的 な侵害利用状況が必要で
あり，また，そのことを提供者においても認識，認容していることを要するというべきであ
る。すなわち，ソフトの提供者において，当 該ソフトを利用して現に行われようとしてい
る具体的な著作権侵害を認識，認容しながら，その公開，提供を行い，実際に当該著作権侵
害が行われた場合や，当該ソフトの性質，その客観的利用状況，提供方法などに照らし，同
ソフトを入手する者のうち例外的とはいえない範囲の者が同ソフトを著作権侵害に利用する
蓋然性が高いと認められる場合で，提供者もそのことを認識，認容しながら同ソフトの公開，
提供を行い，実際にそれを用いて著作権侵害（正犯行為）が行われたときに限り，当該ソフ
トの公開，提供行為がそれらの著作権侵害の幇助行為に当たると解するのが相当である」と
述べた上、被告人には故意を持ってないと判断した。 
 
3.2 MGM v．Grokster P2Pソフト配布事件（通称 Grokster 裁判） 
１. 事件概要 
被告 Grokster社と StreamCast社は、それぞれ FastTrack technologyと Gnutella 
technologyを利用し、情報管理サーバーを要せずに、ユーザー同士が P2Pネットワークを
通じて直接にファイルを交換し合えるソフトを無料で配布していた。このソフトを利用し、
多くのユーザーが音楽やビデオ著作物を著作権者等の許諾なく入手していた。被告は単にこ
れらフリー・ソフトウエアを配布するだけでなく、既に Napsterを用いて許諾なく著作物を
入手していた Napster ユーザーを被告自身のユーザーにするよう意図を持っている。被告の
                                                 
6高橋淳、最新知財裁判例、2011.12.21 
16 
 
事業は無料で配布したソフトのユーザーに宣伝を送信することで広告主から収益を得 るビ
ジネス・モデルであったため、ユーザー数が増える分だけ収益が上がる構造であった。被告
は、著作物を許諾なくユーザーが交換し合うことをフィルタリングしようとはしなかった。
原告 MGM社等は、被告に対し著作権侵害を理由に損害賠償と差止請求の訴えを提起。原告・
被告双方がサマリー・ジャッジメントを申し立て、連邦地裁は被告の申し立てを認容。連邦
控訴審も連邦地裁判決を支持し、著作権侵害ではない実質的な使用の可能性を有する商業製
品の配布者が、具体的な侵害事実を知りながら行為を怠る場合を除き、寄与責任を認定され
ることはない、という後掲の「Sony」判決に基づき、被告のソフトが分散型であり、具体的
な侵害事実を知り得ないので責任を否定したのである。7 
２. 判決の要旨 
MGM Studio, Inc. v. Grokster, Ltd. 事件において、アメリカ連邦最高裁判所は以下の
一般的な判断をした。 
 著作権侵害のための利用を促進する目的をもって装置を配布した者は、侵害を助長するこ
との明確な表示を示す証拠がある場合、結果としての被配布者による著作権直接侵害につい
て責任を負うべきである。 
①著作権侵害を促進する肯定的な意図があり、侵害に適した装置を配布した行為；および 
②その装置の被配布者による実際の著作権侵害行為； 
の両方を示す証拠により、著作権侵害の誘導が成り立つ。 
 下級審判決は、1984年の Sony 事件最高裁判決を本件に適用し、被告 Groksterのソフト
ウエアは非侵害用途があるので、特許法第 271条（ｃ）に規定する「寄与侵害」は本件にお
い て成立せず、著作侵害に当たらないと判断したが、これに対し、連邦最高裁は、本件は
著作権侵害を促進する意図があった可能性がある点において Sony事件と は異なり、「侵害
の誘導」により著作侵害が成立する可能性があることを判示した。8 
 
3.3 11 社レコード会社 v.Alibaba 事件（通称 YahooChina 事件） 
１. 事件概要 
被告 YahooChina ウェイブサイトは、検索欄でキーワードの入力で著作権侵害する音楽フ
ァイルにアクセスできるリンク及び関連のサーチンエンジンを提供し、歌手の性別、人気度
により、分類のインデックスファイルを作成し、インターネットディスクプログラムにより
利用者にネット上のファイル蓄積サービスを提供する。国際的な知名レコード会社 11 社が、
公衆に自社の著作権保有する 47コレクション計 233曲、無料オンライン試聴、ダウンロー
                                                 
7
平野晋、「インターネット法判例の紹介」、『国際商事法務』第３３巻７号１００６頁より 
8大貫進介等、MGM Studio, Inc.v.Grokster,Ltd.事件、2005.6.27 
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ド及び第三者サイトでの音楽ダウンロード用リンクへのアクセスサービスを提供することに
より、Alibaba社、すなわち YahooChinaウェブサイトの所有者を起訴した。 
２. 判決の要旨 
①「著作物へのリンクおよび関係サーチンエンジンを提供する行為は公衆送信に当たらなく、
著作権直接侵害とは認定できない」9 
②「リンクした作品や実演記録、録音・録画製品が権利侵害だと知っている場合、または知
っているはずである場合には、権利侵害の責任を共同で負わなければならない」10との二点
に基づき、被告が人気度ランキング等のインデックスファイルを作成し、著作権侵害件への
リンクをウェブサイトに載せることにより、著作権侵害件であると知るべきであり、原告の
一社から著作権侵害件 12曲へアクセスできるリンクを提出され、書面的な知らせを受けた
後、提出されたリンクのみ削除し、他のアクセスできるリンクを削除しなく、侵害事実を知
りながら防止行為を怠ったことにより、幇助権利侵害と判定した。 
  
                                                 
9北京市第二中等人民裁判所、二中民初字第 02629 号判決書、2007 
10情報ネットワーク伝達権保護条例、2006年 5月 18日中華人民共和国国務院令第 468号公布 
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4. P2P サービスに関わる国民意識の調査 
P2Pサービスに対する国民の法意識も侵害防止に重要なポイントである。2011年度「中国
知的財産権青書」の調査により、88.4％の調査対象が海賊版の書籍、音声画像製品およびコ
ンピューターソフトウェアを購入・使用したことがあり、57.88％の対象が模倣低劣製品を
購入したことがあるとの結果となっている。この結果を前年度に公表された数値に比べると、
中国国民の知的財産権に対する認知度は上昇したものの、国民が自主的に知的財産権を尊重
し関係規則に従うというルールについては同時に上昇してはないという結論となった。国民
は大量に海賊版、模倣品、盗用等、知的財産権・著作権を侵害する行為を容認し、また、海
賊版、模倣品の消費団体も多数あることもその法意識が低下していることの顕著な例である。
11 
 
4.1 集団的著作権侵害の危険性 
１. 集団的著作侵害はイノベーション意識に危害を与える 
知的経済は新型の経済モデルであり、その新規性が知的経済の魂である。著作権侵害行為
に対して、オリジナリティーが常に弱者の役をしていると、国民全体のイノベーション意識
に大きな被害をもたらす。改革開放以来、中国の GDPの増加は基礎資本への投資に基づくも
のであり、著作権関係の事業によりもたらされた増加は 6.4%のみである。12自主的なイノベ
ーション意識の低下とオリジナリティーの流失のため、多数の著作権関係の民営企業と産業
の発展が束縛されている状況である。 
海賊版の書籍、音声画像製品やコンピューターソフトウェアの購入・使用は、国民全体の
イノベーション意識に壊滅的な打撃をもたらす。著作権関係のビジネスに投資した企業が、
重大な侵害に直面する場合、投資と利益との関係は正比例になっていないため、引き続き投
資する意欲を失う一方で、侵害行為を行い当該行為から利益を獲得した企業は漁夫の利を得
ることになるが、オリジナリティーへの尊重とイノベーション意識も欠如している。この侵
害行為のの影響は、著作権業界全体まで及ぶことになり、成長の芽を摘まれる結果になる。 
２. 集団的著作権侵害は社会論理に変異をもたらす 
集団的著作権侵害が現行法制度で対応しきれない状況になっている反面、海賊版書籍、音
声画像製品およびコンピューターソフトウェアの購入・使用等の著作権侵害行為は頻繁に発
生している。集団的な著作権侵害行為が無視され、黙認されることにより、国民のオリジナ
リティーへの尊重とイノベーション意識に壊滅的な衝撃を与える。これは、社会論理にも大
                                                 
11李立.两项调查透视公众知识产权意识[N].法制日报，2007-04-25 
12版权产业的经济贡献调研 
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きな被害をもたらし、国民が是と非を分けることができなくなり、集団的なお侵害行為を認
容するに至る可能性も高い。 
３. 集団的著作権侵害の蔓延は法律の厳格性を磨滅させる 
著作権は専有性のある民事的権利として、排他性と絶対性に特徴がある。著作権者が権利
を独占し、法律により全面的な保護を受ける。著作権法の認容あるいは著作権者の許諾を得
ずに、著作物を複製・公衆送信する行為については民事・刑事の責任が追及される。 
集団的な著作権侵害について検討する場合、中国著作法制度の脆弱性が露呈する。法律に
詳しくない人々と、法律を知っていても無視する国民が大勢おり、また集団的侵害行為の責
任を個別的に追及するは困難である。そして、地方毎に保護法が異なる自体も多々あ。この
ままでは、法律制度の厳格性が失われるとともに、故意無視される事態に至ることは想像に
難くない。 
 
以上の三点により、P2Pサービスに関する国民意識の調査を行う必要があると認識し、国
民が P2Pサービスによる侵害行為への認識度、P2Pサービスへの態度および法律制度の厳格
性への認知度を知ることを目的として、アンケート調査を実行した。 
調査の手法として、SNS類サイト renren.comでの匿名調査、南京市○○私営会社での匿
名調査、武漢大学の外国語学院での匿名調査の三か所での調査を行った。対象者はインター
ネットを頻繁に使っている 20代から 40代の者とし、それぞれの調査について 200人から回
答を得た。 
 
4.2 P2Pサービスに関する国民意識の調査の結果 
計 623人を調査対象にして、P2Pサービスの認知、実際の利用状況と P2Pサービスに対す
る考えを回答してくださった 600人の数値に基づき、結果が下記の図で現れる。 
P2Pサービスを意識しているものが 34.6％であり、実際に利用しているものが 80.5％ま
でいる。 
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図 1 P2Pサービスの認知度と利用率 
 
実際に P2Pサービスを利用していると回答してくださった 483人の回答から個別の具体的
な P2Pサービスの利用率において、本稿の検討対象となっている Thunderと VeryCDの利用
率がそれぞれ 73.5％と 62％となる。それに、広く利用されている P2Pサービスが PPSの
75.3％、PPTVの 73.8％と Youkuの 80.5％である。一方、個別の P2Pサービスの認知度は、
調査全体の回答により、実際に利用されずに聞いたりみたりしたものがほぼ 20％弱である。
特に、Thunderと VeryCDの認知度が 99.5％と 72.2％であり、高い認知度を持っていると考
えられる。 
 P2Pファイル共有ソフト（Thunderから Bitcometまで 6項目）の平均的な認知
度は 57.25％であり、利用率は 48.2％である。ICPウェブサイトあるいはソフト
ウェア（YinYueTai から Youkuまで 7項目）の認知度と利用率は、それぞれ
74.62％と 72.32％となる。P2Pダウンロードリンク配布・転載するウェブサイト
（BT.KTXPから VeryCD まで 5項目）の認知度が 35.6％となり、38.14%となると
の結果である。 
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図 2 P2Pサービスの個別認知度と利用率 
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調査対象全体 600 人の回答から、P2Pサービスの利用頻度と利用時間における回答も思っ
たより高い数値が出された。ほぼ毎日利用しているものが４割に近づき、二三日一回の頻度
で利用しているものも 31.33％があり、すなわち頻繁に利用しているものが対象全体の 70％
以上いる。平均利用時間において、30～60分の利用者が 13.83％であり、1～2時間、2～3
時間、3～6時間利用するものがそれぞれ 20％程度となり、30分以下と 6時間以上利用する
ものがさほど多数ではない。 
 
     
図 3と 4 P2Pサービスの利用頻度と利用時間 
 
P2Pサービスを利用的は、483人中 69.56％がファイルのダウンロードのチェック、
81.37％が動画の鑑賞、ダウンロード用のリンク及びトレント等の検索が 72.26％である。 
ファイルのダウンロードを目的とする 336 人中、一日に 3 件以下ダウンロードが 59.2％、
3～20件が 30.8％であり、20件以上ダウンロードが 9.9％である。 
 
図 5 一日あたりのファイルのダウンロードする件数 
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動画（映画、アニメ、ドラマおよびオリジナルビデオ等）の鑑賞をする 393人のうち、3
～20本動画を鑑賞する者が大部分（98％）であり、その中 3本以下が 21.9％であり、3～6
本が 28.8％であり、6～20本が半数近くの 48.4％となった。 
 
図 6 一日あたりの鑑賞する動画数 
 
P2Pダウンロード専用のリンク及びトレントファイル等を検索するために P2Pサービスを
利用する者が合計 349 人で、3件以上検索する者が 36.1％、3～6件が 50.43％であり、6～
20件が 4.3％であり、20～50件が 8.02％である。 
 
 
図 7 一日あたりの P2Pダウンロード専用のリンク及びトレントファイル等の検索数 
P2Pサービスを利用する行為が著作権者の利益を侵害する可能性と著作権を侵害するファ
イルの配布・再生などが違法である可能性を考慮したか否かについては、27.83％と 59.5％
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が「分からない」、46.17％が「知らない」と 24.33％「考えない」と回答し、「知ってい
る」26.0％、「考える」16.17％である。 
 
 
 
図 8 著作権者の利益侵害と違法配布・再生にたいする認知度 
 
P2Pサービスの利用ついて、全体 600人の中、50.5％の者が利用するまたは引き続き利用
すると、40.5％が適法サービスのみ利用するとし、9％の者が利用しないと回答した。 
 
 
図 9 P2Pサービスの引き続き利用 
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4.3  P2P サービスに係る国民意識の調査結果の分析 
１. 高利用率と低認知度 
 今回の調査の結果により、現在の中国では、P2Pサービスの利用率が非常に高い。8割以
上のネチゼン[注 3]が P2Pサービスを利用しているとなり、著作権を侵害するサービスを利
用している可能性も高いと考えられる。高利用率の裏には、違法配布・共有・再生の深刻化
であり、多量のアップロードされたコンテンツが著作権侵害物であるため、サービスの利用
された頻度も高まっている。これらの行為は、集団的に著作権侵害となり、IPアドレスと
侵害利用者と対応するにも技術的な問題があるし、個別の訴訟が時間と金銭的にもコストも
高いし、直接侵害の責任を追及する困難である。それに、P2Pサービスの違法利用が普通で
あり、責任が追及されなく、社会的に「利用しないと損となる」とのイメージが与えられ、
違法行為であると意識できなくなる。 
 一方、認知度が 34.6％の低い比率であり、すなわち利用者が自分利用しているサービス
が P2Pサービスであると意識していなく、違法性のあるサービスを利用したと知らずに、著
作権侵害者となる可能性も高い。提供者側は提供されたサービスが P2P 技術を利用している
と明示せずに、違法コンテンツが含まれている可能性も明確に利用者に伝わないため、低認
知度の成因であろう。たとえば、VeryCDのウェブサイトで提供されている eD2K式の P2Pリ
ンクがホームページで P2P技術を利用していると明示していないし、VeryCD社のサイトで
リンクしたコンテンツが著作権者に所有していると提示されているが、他の ICPや電子掲示
板に転載されたリンクには著作権侵害の付加説明がないため、利用者も考えずにダウンロー
ドすると推測できるだろう。 
２. サービス利用の高頻度と長時間 
 P2Pサービスを利用する頻度は一人に平均的に 0.66回/日[注 4]となり、一日の利用時間
が 74.42分[注 5]である。中国の国民平均占有帯域が 1.4Mbit/s13であり、送受信のスピード
が高速ではなく、帯域の制限も原因の一つであるが、多量の著作侵害コンテンツが高頻度で
長時間に転送されているのも明らかである。通信のトラフィックとなり、他のインターネッ
トアクセス利用者の帯域を占有したが、通信回線を契約したときに許諾されたされた帯域を
越えていなく、IAP側も制限するわけがないため、濫用されている状況になっている。 
３. 違法性と利益侵害への低意識度 
 P2Pサービスを利用する行為が著作権者の利益を侵害する可能性と著作権を侵害するファ
イルの配布・再生などが違法である可能性を考慮したか否かにおいては、意識していない者
                                                 
13全球信息技术报告 2012 
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が 7割以上である。著作権保護関係の知識の宣伝と公衆教育の欠如であり、社会全体にイノ
ベーション意識とオリジナリティーへの尊重の雰囲気がないため、集団的に利益侵害の主体
となると考えられる。 
４. 慣性的な利用 
 P2Pサービスの利用または引き続き利用においては、全体 600人の中、50.5％の者が利用
または引き続き利用すると考え、過半数の対象が違法性のあるサービスを慣性的に利用し続
ける。利益侵害と違法性を意識しても、今の段階では著作物の違法ダウンロードや鑑賞によ
り処罰された先例がないため、「皆が利用しているのに、利用しないと損となる」心理と
P2Pサービスを通じ無料でコンテンツを獲得するのが茶飯事となっている考えの影響で、法
律規定を無視する者が数多くいる。それに、現行規定により、ダウンロードできた 24時間
以内にコンテンツを削除すると、違法行為であると認定できないとなっているし、利用者を
削除したか否か手段も貧乏であるため、引き続きの利用も理解しかねないであろう。 
 
4.4 集団的著作権侵害への対策 
 中国における著作権保護を図るためには、オリジナリティーへの尊重と法律の厳格性を醸
し出す雰囲気を作ることが必要である。このような環境の中で、イノベーション意識の成長
が可能となり、自主的に著作権を保護し、著作権法を遵守する意識が培われる。この雰囲気
は、単なる政策あるいは法制度の改正のみではなく、著作権文化のことも指している。確固
とした著作権文化に基づく著作権保護の意識が成長しないと、法律、規定、政策の制限だけ
では、著作権侵害に対応することができない。 
１. ISP と著作権者の間で利益連結のメカニズムを構築 
著作権を侵害した製品の消費団体が、巨大である場合、金銭的な比較も重要となる。正規
品、海賊品あるいは模倣品がある場合、消費者は低価格の製品を選択するのも合理的な行為
である。そのため、著作権を保護すると同時に、この自主的なある意味では共通する心理を
把握し、現有著作物の保護とイノベーション意識の奨励との間に、バランスをとると同時に、
消費者と著作権者両方の利益のバランスを取るべきである。 
音声・画像製品、コンピューターソフトウェアの海賊版の複製、公衆送信等を行って著作
権の直接・間接侵害をすることは、グローバルな問題であり、単なる法律、規定、政策の制
限だけで対応できるものではないため、公衆の意識を正確に導く必要がある。著作権者と公
衆利益の衝突や矛盾点を検討し、現行法律・政策の下で公平性を基準として双方の利益を同
時に保護する方法を探究すべきである。たとえば、業界で著作権保護の協会を成立し、大規
模な間接侵害行為をした企業を協会に吸収し、組織内部で著作権保有者・保有会社と商談す
ることにより、より低価格で複製権、上演権、公衆送信権の許諾を得る。これにより、利用
者に対し、安い値段で有料著作物をデジタル化したコンテンツの閲覧やダウンロードサービ
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スを提供し、著作権者の利益を保護すると同時に、製品の正規性を強調し、ブランド戦略を
構築し、利用者団体を拡大することが肝要である。 
すなわち、法律、政策で侵害行為を防止するほか、国民および業者の意識を正確的に導く
ことこそ、集団的著作権侵害を根絶する方策であると考える。 
２. 著作権保護知識の啓蒙活動と公教育 
2012年 8月 6日に、「WCT」と「WPPT」が中国で発効して以来、国民に対する著作権保護
の啓蒙と教育が話題となり、インターネットとテレビ局で、大々的に伝えられ、著しい効果
を上げたといわれている。 
しかし、実際には、容易に進展可能なテーマではない。ある著作権関係組織が行った調査
によると、中国では国民の学歴が高いほど、侵害行為を行った比率も高まっている。著作権
法専攻の学生が司法試験を受験するために、教科書や対策集を購入するときでも、海賊版の
書籍を選択している。理由として、正規版は 300～400元（日本円で 4000～6000円）より海
賊版の 50 元（日本円で 700 円）の方が安価であり、受け入れられる易いことがあげられる。
集団的著作権侵害の問題を解決するためには、教育レベルと著作権保護の自覚が正比率にな
るとは限らずめ、伝統的な教育手段も効果がないため、宣伝等の啓蒙活動と公教育の推進が
求められているといえる。 
教育は単なる知識の伝授というより、新たな文化的な雰囲気の構築と認識すべきであり、
価値観から考え方までも正確な方向に導くことが必要である。 
まず、著作権保護に関する教育・宣伝方式・内容の改定である。従前のテレビとインターネ
ットでの宣伝が特定の集団に対するものであったので、今後は、普及のため 9年間の義務教
育の中学思想教育の科目に知的財産を追加し、知的財産に係わる基礎的な概念・知識の基礎
的な教育もを図ることが重要である。内容的には、各年齢層も理解できるように、従前の理
論教育ではなく、具体的な実例や、判例を導入するとともに、画像や漫画を取り入れ、ビジ
ュアル化したほうが効果的であろう。これに踏まえ、政府は著作権教育にも充分な金銭的な
予算と人材の準備に重点を移し、表面的なごまかしのみでなく、長期的な計画をもって、実
行にあたるべきである。14 
そのほか、先進国の著作権保護の実態を調査・検討することにより、その経験を学び、回
り道をしないように効率的に推進する、特に、日本の著作権保護教育を参考とすべきである。
中国は、日本と同じ大陸法系に属する国であり、文化的な共通点も多数ある。日本の文部科
学省の要求により、法学関係の大学院と知的財産権関係の専門学校では知的財産権の専門人
材を育てており、特許庁では、全国的な知的財産教育を実施し、各階層の社会人、中学校生
徒および普通の成人に対する教科書（産業財産権標準テキスト等）の配布、知的財産権関係
の講習会の開催、著作権保護教育研究の組織化、を行っている。また、発明推進協会は、
1974年以来、「少年少女発明クラブ」を成立し、全日本で 200ヶ所の支部を置き、子ども
たちの創意の向上に寄与している。これらの政策的措置により、知的財産権や著作権を尊重
し理解する社会的な雰囲気を作り、知的財産権および著作権の保護も順調に推進できている。
15アメリカにおける知的財産権および著作権に係る教育方式も優れた手本となる。アメリカ
は 1995 年に最初の国家科学教育基準を公開し、2007 年より、5 歳以下の児童を対象として、
                                                 
14赵俊林，郭虹.论公众知识产权意识与和谐创新环境构建[N].法制日报，2009-06-10 
15沈文庆.科技发展与知识产权[J].中国科学基金，2005 
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技術・思想・感情を創作的に実現することに係る教育を展開した。また、多くの先進国や一
部の発展途上国も 20 世紀末に自国の科学教育基準を公表し、幼稚園、小学校や中学校で探
求的な科学教育を実践し、幼いころからイノベーション意識とオリジナリティーへの尊重を
培うことを求めている。 
一方、中国では、ある調査結果によると、は学生のイノベーション意識、欲望、能力が学歴
の上昇につれ、低下するという報告がなされている。これも社会全体の著作権保護の阻害と
なっていると考えられる。 
３. 集団的著作権侵害に係わる法改正 
社会の発展には法律の強制力が不可欠であり、上記したイノベーション意識とオリジナリ
ティへの尊重の社会的な雰囲気を土台に、戦略的な著作権法制度のシステムにより、侵害行
為を規制、処罰するのは最後の手段であるが、現行法制度の下で、著作権保護を細分化し、
実行性を高める同時に、侵害行為への処罰を強め、法律の迫力を強化する必要性がある。 
 今回の調査結果では、P2Pサービスの違法利用の実態を把握することができた。違法利用
者は、引き続き利用すると回答した者が半数以上であり、今後の著作権法の施行に困難が伴
うであろう。そのため、直接侵害行為をした利用者のほか、直接侵害行為の幇助・煽動した
間接侵害者から着手するのも一層有意義になるものと思われる。中国では、国土の広さと地
方保護主義により、司法手段を通じ著作権保護を勝ち取った判例はさほど多くなく、判決の
あった事件でも処罰の金額は高額とはいえない。それに、訴訟の時間がかかりすぎるため、
執行力が低下し、その結果、著作権者の利益を保護することができず、また訴訟費用も嵩む
ことになる。そのため、著作権者側は、訴訟を提起せずに我慢する形になり、侵害行為を黙
認することに至る。この状況を改善しないかぎり、中国では著作権侵害事件を解決すること
はできない。 
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5.考察 
5.1 法律的論点 
 日本の Winny事件とアメリカの Grokster事件における、P2Pファイル共有ソフトの間接
侵害責任の有無の要点は、以下の 4点である。 
① 侵害するために製品を配布した者は、侵害を促進するためになされた明確な表現又はほ
かの肯定的な行動の有無 
② プログラム提供・配布者が利用者の行為を監督する権利・義務の有無、③ プログラム
を入手したものが侵害行為を行う蓋然性 
④ 直接にプログラムの提供・配布により金銭的な利益を得るか否か 
 ところで、Thunder をはじめ、P2Pファイル共有ソフトが今現在中国で自由で頻繁に利用
されており、、多数の民事・刑事紛争が提起されているものの、利用者は順調に増えている。 
 Winny事件では、最高裁は検察の上告を棄却し、価値中立ソフトの提供・配布行為につい
て幇助行為が成立するための要件として、以下の基準を定めた。 
「かかるソフトの提供行為について、幇助犯が成立するためには、一般的可能性を超える具
体的な侵害利用状況が必要であり、また、そのことを提供者においても認識、認容している
ことを要するというべきである。すなわち、ソフトの提供者において、当該ソフトを利用し
て現に行われようとしている具体的な著作権侵害を認識、認容しながら、その公開、提供を
行い、実際に当該著作権侵害が行われた場合や、当該ソフトの性質、その客観的利用状況、
提供方法などに照らし、同ソフトを入手する者のうち例外的とはいえない範囲の者が同ソフ
トを著作権侵害に利用する蓋然性が高いと認められる場合で、提供者もそのことを認識、認
容しながら同ソフトの公開、提供を行い、実際にそれを用いて著作権侵害が行われた とき
に限り、当該ソフトの公開、提供行為がそれらの著作権侵害の幇助行為に当たると解するの
が相当である。」16 
 
 最高裁の判旨によると①「ソフトの提供者において、当該ソフトを利用して現に行われよ
うとしている具体的な著作権侵害を認識、認容しながら、その公開、提供を行い、実際に当
該著作権侵害が行われた場合」、②「 当該ソフトの性質、その客観的利用状況、提供方法
などに照らし、同ソフトを入手する者のうち例外的とはいえない範囲の者が同ソフトを著作
権侵害に利用する 蓋然性が高いと認められる場合で、提供者もそのことを認識、認容しな
がら同ソフトの公開、提供を行い、実際にそれを用いて著作権侵害が行われたとき」の２つ
の条件が同時に成立するかぎり、当該ソフトの提供・配布行為が著作権侵害の幇助行為に当
たる、と判断している。 
 そのため、「被告人が、現に行われようとしている具体的な著作権侵害を認識、認容しな
がら、本件 Winnyの公開、提供を行ったものではないことは明らかである」との理由で、上
記の①の条件の存在を否定した。 
                                                 
16著作権法違反幇助被告事件判決文、最高裁判所第三小法廷、 平成 21(あ)1900 
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 Thunderの場合では、ソフトウェア本体の多機能により、利用者が侵害行為をする蓋然性
は低く、あるいは確認できなくなり、Winny と同じく価値中立のソフトウェアとはいえるが、
ソフト本体の P2P機能を広告で宣伝するほか、海賊版ソフトや動画のダウンロードに頻繁に
使われているトレントの利用を公然的に推薦し、追加機能とするサーチンエンジンは指向性
のあるリンクを自動的に選別し、著作権侵害物へ直接リンクできるという点を検討すべきで
ある。P2Pファイル共有ソフトの提供・配布者として、情報管理サーバを利用しないため、
利用者の行為を監督する権利・義務がないが、Thunderの提供・配布者が「トレント利用の
推薦」と「指向性のあるサーチエンジンの提供」をした行為により、ソフトを利用して現に
行われようとしている具体的な著作権侵害を認識できることは合理的であると考えられる。 
 一方 Winnyの無罪判定に対して、アメリカの Grokster事件では、アメリカ連邦最高裁は
「合法使用と非合法使用の両方が可能な製品の配布者がその製品を使用する第三者による著
作権侵害行為に対して責任を負うのはどのような状況においてかということである。著作権
を侵害するために製品の使用を奨励する目的で製品を配布した者は、侵害を促進するために
なされた明確な表現又は他の肯定的な行動により証明された場合、第三者による結果的な侵
害行為に対して責任を負う」と判示し、有罪であると結論つけた。17 
その間接侵害行為の認定の要件として、連邦最高裁の判旨から以下のものとなると考えら
れる。①「直接侵害者による直接の著作権侵害」、②「直接侵害行為に対する認識」、③
「直接侵害行為に対する実質的な貢献」、④「侵害を促進するためになされた明確な表現又
は他の肯定的な行動がある」の 4点である。そのため、GroksterP2Pファイル共有ソフトの
提供・配布者が上記の 4つの事項が同時に成立すれば、著作権直接侵害行為に援助・煽動す
る幇助侵害となりうる。 
ところが、社会的な背景は別として、同じく先進国であり、著作権法制度が高度に整備さ
れている日本とアメリカが類似製品に対する判決が相違するのは、④に述べた「侵害を促進
するためになされた明確な表現又は他の肯定的な行動がある」ことが重要なポイントである
と考えられる。 
Grokster事件では、ソフトの配布・提供者が直接的な配布行為により金銭的な利益を獲
得し、営利的な動機を持ちながら、ソフトウェアを大量に利用させることにより広告の暴利
を貪った。価値中立のプログラムであるとはいえず、また著作権侵害と認定された Napster
ウェブサイトの名をある程度模倣し、Napsterのかつての利用者を吸収する意図が明らかで
あるため、侵害を促進するためになされた明確な表現又は他の肯定的な行動があると認定さ
れた。一方、Winnyの開発者はソフトを単なる電子掲示板等で配布・提供するものの、利用
者の適法・違法使用に対する明らかな促進・煽動の意図がなく、直接侵害行為に責任を負う
必要もないとされている。 
Thunderの場合も、Groksterと同様に、「トレント利用の推薦」と「指向性のあるサーチ
エンジンの提供」により、侵害を促進するためになされた明確な表現又は他の肯定的な行動
                                                 
17
井上雅夫訳、MGM v. GroksterP2Pソフト配布事件合衆国最高裁判決書、2005.06.28 
31 
 
があると認定すべきではないかと考えられる。そのほか、有料サービスの提供により、登録
会員がより速いスピードでダウンロードすることができる上に、普通会員が検索できない著
作物を Thunder社のサーバの記録キャッシュにより、ダウンロードすることも可能である。
有料サービスの内容は単なるダウンロード専用ではないが、広告で有料サービスを宣伝する
とき、スピードアップと通信回線の専用的な利用を著しく強調し、利用者がダウンロードス
ピードアップを目指し、有料サービスを契約する可能性が高い。この点において、価値中立
のプログラムであるか否か未だ疑問がある。 
 
一方、VeryCDのようなリンクとサーチエンジンを提供するインターネット・コンテン
ツ・プロバイダーに対して、中国でも YahooChina事件が先例としてある。当該事件の判旨
は、①「著作物へのリンクおよび関係サーチエンジンを提供する行為は公衆送信に当たらな
いから、著作権直接侵害とは認定できない」18②「リンクした作品や実演記録、録音・録画
製品が権利侵害だと知っている場合、または当然知っているものとみなされる場合には、権
利侵害の責任を共同で負わなければならない」19との 2点である。VeryCDの管理者がリンク
をウェブサイトに載せる前に、エキスコンテンツ制度により、コンテンツの内容を選別・審
査することに力を注いでいることをみると、アップロードされた著作物が違法であるか否か
については当然のこととして熟知しているはずであるから、権利侵害の責任を共同で負うべ
きなのは明らかである。 
2012年 8月 30日以来、サイト内の eD2k式の P2Pダウンロードリンクが管理者により隠
され、未登録者あるいは新規登録者にはリンクを検索・閲覧する権限が厳格に制限された。
サイトには、「本コンテンツは著作権者の声明により、サイト内でのダウンロードサービス
を提供しない」と明記された。高級会員のみログイン後、リンクの検索・閲覧が許され、登
録会員に対する特定した対象に著作侵害件へのリンクを提供し続けている。しかし、セーフ
ハーバー原則の「Notice-take down procedure」規定、「一定の要件を備えた著作権侵害主
張の通知を受けた場合には調査・削除義務が生じ、詳しい調査や発信者に対して確認を取る
前にコンテンツを迅速に削除・遮断しても罪に問われない」20旨の規定や中国の「最高人民
法院によるコンピューターネットワーク著作権に関わる紛争案件の審理における法律適用の
若干問題についての解釈」第 4条の「コンテンツサービスを提供するネットワークサービス
提供者が、ネットワーク利用者がネットワークを通じて他者の著作権を侵害する行為を実施
することを明らかに知っていた場合、または著作権者が確実な証拠のある警告を提出してい
るにもかかわらず、権利侵害された結果を叙去するために権利侵害された内容を移動・削除
する等の装置を行わなかった場合には、人民法院は民法通則第１３０条の規定に基づき、そ
                                                 
18北京市第二中等人民裁判所、二中民初字第 02629 号判決書、2007 
19情報ネットワーク伝達権保護条例、2006年 5月 18日中華人民共和国国務院令第 468号公布 
20To amend title 17, United States Code, to implement the World Intellectual Property Organization Copyright Treaty 
and Performances and Phonograms Treaty, and for other purposes.、アメリカ合衆国 105回議会、1998.10.28 
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の者と当該ネットワーク利用者の共同権利侵害責任を追及しなければならない」という規定
に基づき、警告が出るたびリンクを削除すれば、紛争に巻き込まれる可能性が低くなる。 
統計上の数値では、VeryCDウェブサイトのかつての訪問数が毎日300万回以上あり、
VeryCD自社の声明によると、大量リンクを削除した後のウェブサイトの訪問数はかつての半
分まで減少し、現在の日ごとの訪問数は150万回であると推測できる。そのほか、本稿のP2P
サービスに関わる国民意識の調査の数値により、VeryCDウェイブサイトを利用する対象372
人の中、ファイルのダウンロードとリンクおよびトレント等のサーチをP2Pサービス利用の
目的とする者が302人おり、ほぼ毎日P2Pサービスを利用する者が235人いるという結果がで
ている。ウェブサイトの規模を示す基準は、「最高人民法院、最高人民検察院、公安部、司
法部知的財産権侵害刑事事件の処理における法律適用の若干問題に関する意見」第13条の
「他者の作品を発信した数が合計ベースで500部以上」、「発信した他者の作品への実際の
クリック数が5万回以上」および「会員制で他者の作品を発信しており、登録会員が1000人
以上」とされている。VeryCD社は、当該基準を大幅に上回っているが、メインページでウェ
ブサイトオンラインゲームを提供しているとのことで、正確な統計データの取得は回避され
ている。 
 
5.2 社会的論点 
 P2Pサービスの利用者の間では、著作権物のダウンロードが制限されていることに大きな
反感を持っており、なぜ Thunderや VeryCDウェブサイトを利用してはいけないと疑問する
ものも多数いる。 
 中国が、海賊版コンピュータープログラムの私的使用率が 80％以上になっている21。海賊
版音声・画像製品の私的使用も 60％以上である。Thunderをはじめ、違法 P2Pサービスが著
作権侵害の土台となり、違法行為の氾濫を促進したといえる。（補足） 
  
  
                                                 
21
BSA及び IDCの調査により 
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6.解決策 
 上記の集団的著作権侵害への対策で述べたとおり、P2P事業者と国民と著作権者の間の利
益連結のメカニズムの構築、著作権保護関係の知識の宣伝・啓蒙、公教育、集団的著作権侵
害に係る法改正のほか、具体的な解決策を提案する。 
１. 私的違法ダウンロード行為の刑罰化 
日本の2012(平成24)年の著作権法改正で、新たに私的違法ダウンロード行為の刑罰化が規
定された。それは、「私的使用の目的であっても、有償著作物等の場合には、著作権又は著
作隣接権を侵害する自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の録音又は録画を、自らその
事実を知りながら行って著作権又は著作隣接権を侵害した者は、2 年以下の懲役若しくは
200 万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する」と規定するもので、2009(平成21年)の法
改正では当該行為が違法となったものの、刑罰規定はなかった。P2Pファイル共有ソフトの
配布・提供者に対する判例はWinny事件を参考とし、P2Pソフトは、価値中立のプログラムで
あるとし、間接侵害の責任を追及せずに、違法侵害の乱用を防止するためには、直接侵害行
為への処罰を強化する必要があると考えていれる。 
 中国では、国土領域の広さと地方保護主義により、司法手段を通じ著作権直接侵害者に対
する判例は著しく少ないし、著作権侵害サービスに間接侵害の判決を下ても処罰の金額も高
額とはいえない。それに、裁判期間が長い上に、裁判所の執行力が低下しているため、著作
権者の利益を十分に保護することができない。さらに、訴訟費用も高額となるため、ため、
著作権者側は訴訟を提起することなく、我慢することとになり、侵害行為を黙認することと
なる。Thunderを始め、多数のP2Pサービスの提供者がサービス内容に多様の付加機能をつけ
ることにより、司法判断に困難性を加えている。間接侵害行為を現行法制度で充分に規制で
きないことから、直接侵害行為への処罰を強化することは、法律の厳各性と執行力が強力と
なり、一罰百戒の効果を表すといえる。中国の国情により、金銭的な処罰にことが柔軟性が
あり、ある程度の効果が期待できるものと考えられる。 
２. ディジタル著作物の規制 
国民に対して、違法著作物であるか適法著作物であるかを判断させるためには、困難性が
伴うため、それらを明確的に区別できる手段が必要である。日本では、「エルマーク」とい
うシンボルにより、適法なインターネット送信か否かを判別することができる。「エルマー
ク」は、一般社団法人日本レコード協会が発行しているマークであり、音楽・映像を適法に
配信するサイトのトップページあるいは購入ページに表示される。これにより、適法のコン
テンツを明確に知らせている。現段階では「エルマーク」が表示されていないサイトから配
信されるコンテンツがすべて違法であると確定することはできないが、適法とわかっている
コンテンツを閲覧・購入することは、何ら問題がない。 
中国では、インターネット上に、違法送信された著作物が大量に存在するため、適法に送
信された著作物と明確に区別することができないと、利用者は自分が違法行為を行ったか否
かわからないことが多い。違法送信されたコンテンツを違法と知らず自動的に公衆送信を受
信する場合は違法とならないが、明確にしないと受動的に侵害行為を助長する可能性が高ま
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り、著作権保護の阻害となる。 
３. 授権使用理論の活用 
 インターネット上の大量違法ダウンロード行為に対して、著作権保有者とP2Pサービス提
供者の間に利益連結のメカニズムを構築すべきである。アメリカのアップル社が2003年度か
ら、「iTunes」というモデルを構築し、このモデルの推進により、レコード業者と大学の間
に授権使用契約を締結した。契約した範囲で、当該大学の学生が自由にレコード業者の保有
する著作物を視聴できる契約である。日本の多くの大学院もアメリカのマイクロソフト社と
授権使用契約を締結し、教師から学生まで無料で「Office」のプログラムをダウンロードし
て利用できる。 
 中国でも、この利益連結のメカニズムを試運行すべきであり、たとえば、業界で著作権保
護の協会を成立し、ThunderやVeryCDをはじめ、規模のある間接侵害行為をした企業を協会
に吸収し、組織内部で著作権保有者・保有会社と商談することにより、より低い価格で複製
権、上演権、公衆送信権の許諾をもらう。利用者に対して、安価なデジタル著作物の閲覧し
たりダウンロードサービスを提供し、著作権者の利益を保護する同時に、製品の正規性を強
調し、ブランド戦略を構築し、利用者団体を拡大することが望まれる。 
４. IAP よる通信回線帯域の制限 
アメリカで、2008年から開発が行われていた著作権侵害の警告システムが2012年10月に公
式的に運行を開始した。「マーク・モニター」というシステムで、通信回線内のP2Pダウン
ロードを探察し、相応のIPアドレスを確定し、IAPに知らせる。AT&T社、Cablevision社、
Comcast社、Time Warner社及び Verizon社の通信回線に利用者が二ヶ月間に、著作権侵害に
係る基礎教育の知らせを受け、引き続きP2Pダウンロードを利用すると、警告書と無線通信
回線が盗用される旨の警告が送付され、最後までP2Pダウンロード行為を停止しない者に対
しては、強制的に著作権侵害の表示を行い、通信回線の帯域も著しく制限する措置をとる。 
中国では、インターネット通信回線が電信と聯通の二つ大手国家企業により提供され、シ
ステムの構築も容易になってきている。これらのシステムを運行することは、違法ダウンロ
ード行為の防止に効率的な方法であると考えられる。また、現行法制度の下で、ダウンロー
ドした著作侵害物を削除すると、違法行為とは認定できない。利用者がいくらP2Pによるダ
ウンロードをしても、削除したと主張する場合、IAP側は利用者の通信回線の帯域を制限す
る権利がない。回線サービスを契約したときに許諾するダウンロードの帯域を超えて利用し
ないし、違法ダウンロード行為もしないことになる。 
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7.まとめ 
本稿では、P2Pサービスの間接侵害の手法を調査した上で、日本とアメリカの関係法制度
や中国における議論状況の検討を通じ、Thunderと VeryCDをはじめ、中国で頻繁に使われ
ている P2Pサービスの違法性の有無を考察した。結論として、Thunder を始め、多数の P2P
サービスが確実に著作権間接侵害の行為をしたが、提供者がサービス内容に多様の付加機能
をつけることにより、司法判断に困難性が加わる状況に当たり、著作権保護意識の宣伝、公
衆教育、P2P業者と国民と著作権者の間で利益連結のメカニズムを構築するほか、具体的に
私的違法ダウンロード行為の刑罰化、デジタル著作物の規制、授権使用理論の活用と IAPに
よる通信回線帯域の制限の四つの提案した。 
 
今回のアンケート調査「正規品の上演・発売が海賊版より遅い」「値段も普通のサラリー
マンでは負担できない」、「正規品を購入するつもりだが、中国で上演あるいは発売されな
い」との意見が今回のアンケート調査の自由記入欄に頻繁に現れている。しかし、中国現行
法制のもとで、ダウンロードした海賊版の画像音声およびプログラムを 24時間以内に削除
しないと著作権違反となるし、アップロードすると著作権侵害と認定できる。Thunderをは
じめ、違法である P2P サービスを利用し、無料でコンテンツを獲得するのが一般のネチゼン
に対して、茶飯事となっているが、法改正と責任追及の効率化及び基礎著作権教育の普及に
つれ、社会的な雰囲気も改善できるであろう。 
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注 
[注 1]WCTは著作権に関する著作権に関する世界知的所有権機関条約の略称であ
り、世界知的所有権機関（WIPO）の提唱により、1996年 12月に作成され、2002
年 3月 6日に発効した。WPPTは実演及びレコードに関する世界知的所有権機関
条約の略称であり、WIPOの提唱により、1996年 12月に作成され、2002年 5月
20日に発効した。2012年 8月 6日に中国で発効した。 
[注 2]ACCS は一般社団法人 コンピュータソフトウェア著作権協会の略称であり、
デジタル著作物の著作権者の権利を保護、著作権の普及活動及び情報モラルの普
及を目的とする。 
[注 3]ネチゼンとは、インターネットなどのコンピュータネットワーク上の社会
に属している、という意識の強い人々の呼称である。ネット市民。ネットワーク
市民を意味する英語「network citizen」の略称である。 
[注 4]調査対象の 30日の合計利用回数/対象人数/30日＝一人に一日の平均利用
回数の算式による結果 
[注 5] 調査対象の一日に合計利用時間/対象人数＝一人に一日の利用時間の算式
による結果 
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付録 
P2Pの利用に関するアンケート(日本語訳) 
 
(1)性別 □男 □女 
(2)年齢 □18歳以下 □18-22歳 □22歳以上 
(3)職業 □学生 □会社員 □その他 
(4)所属 □高校 □大学 □大学院 □その他 
(5)最終学歴 □高校 □専門学校 □学士 □修士 □博士 
(6)職歴 □有 □無 
(7)インターネットを利用した年数 □3年以下 □3～8年 □8年以上 
(8)回線状況[最大ダウンロードスピード（KB/s）*8＝帯域幅の理論値(Kbps)] 
   □モデム-56K □DSL-256K以上 □DSL-768K以上 □ DSL/CABLE-2M以上  
□CABLE/FIBER-10M以上 □そのほか 
 
１. P2Pサービスのことをご存知ですか 207 
□はい □いいえ 
 
２.以下の P2Pサービスをご存知ですか（複数可）総チェック 600 
 □Thunder □easyMule □FlashGet □QQDownload □RaySource □PPS   □PPTV 
  □Fetion□Bitcomet□YYETS    □VeryCD□BT.KTXP   □Qvod□HDChina 
  □CCFBits □Youku    □Tudou    □YinYueTai  □そのほか          
597 265 289 301 126 562 546  
261 483 309 433 111 367 109 
106 600 486 312 89 
３.以下の P2Pサービスを利用されていますか（複数可）総チェック 483 
 □Thunder □easyMule □FlashGet □QQDownload □RaySource □PPS   □PPTV 
  □Fetion□Bitcomet□YYETS    □VeryCD□BT.KTXP   □Qvod□HDChina 
  □CCFBits □Youku    □Tudou    □YinYueTai  □そのほか          
441 163 197 262 126 452 443 
201 208 288 372 094 312 083 
084 483 346 208 30   
４. 選択された P2Pサービスをどのくらいの頻度で利用されていますか 
 □ほぼ毎日 □2～3日に一回 □週に一回 □月に一回 □左記以外（     ） 
236 188 056 003 0 
５.一日に利用される時間はどの程度ですか（問 3で複数回答を選択された方は合計時間を
お答え下さい） 
 □30分以下 □30 分～1時間 □1～2時間 □2～3時間  □3～6 時間 □6時間以上 
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015 083 106 137 130 012 
６.P2Pサービスを利用される目的は何ですか 
 □ファイルのダウンロード □動画の鑑賞 □リンクおよびトレント等のサーチ 
 
７.一日にダウンロードされたファイルの件数はどの程度ですか 総チェック 336 
 □3件以下 □3～6件 □6～20件 □20～50件 □50件以上 
199 057 045 026 010 
８.一日に鑑賞される動画の本数はどの程度ありますか 総チェック 393 
 □3本以下 □3～6本 □6～20本 □20～50本 □50本以上 
086 111 190 003 003 
９.一日にサーチされるトレントファイルの個数はどの程度ありますか 総チェック 349 
 □3個以下 □3～6個 □6～20個 □20～50個 □50個以上 
126 176 015 028 004  
10.ダウンロードされたまたは鑑賞されたファイルが著作権者の利益を侵害する可能性があ
るものが含まれていることをあることをご存知ですか 総チェック 600 
 □知らない □知っている □わからない 
277 156 167 
11.著作権を侵害するファイルの配布・再生などが違法である可能性があることを考えたこ
とがありますか 総チェック 600 
 □ある □ない □わからない 
097 146 357 
12. 11．の行為が違法である可能性があることを知ったとしても、引き続き P2Pサービス
を利用しますか 総チェック 600 
 □利用する □利用しない □適法サービスのみ利用する 
303 054 243 
13.著作侵害行為を防ぐための有効な手段はなんだと思いますか（複数回答可）総チェック 
600 
 □法律の規制 □自主的取組 □行政的規制 □その他        
498 273 379 068 
14.その他、ご意見等がありましたら自由にご記入ください。 
 
 
 
 
 
ご協力誠にありがとうございました！ 
